
World Trends     

 

 

    2026年 10月 5日 

 

 

 

 

1/3 

OPEC プラス、２ヵ月連続で生産目標据え置き 

～Ｇ７は備蓄放出の方針も、原油市場は生産枠より中東の供給制約を注視する展開が続く～ 
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（要旨） 

○ OPEC プラスの有志７ヵ国は 10 月４日の会合で、11 月の原油生産目標を９月の水準に据え置

くことを決定し、２ヵ月連続で増産を見送った。有志国は今年４月以降、2023年に表明した

自主減産を段階的に縮小し、９月にはその解消を完了したものの、その後は市場環境や加盟

国の生産状況を見極める姿勢に転じている。 

○ ただし、今回の据え置きは原油高を容認したものではなく、イラン情勢の混乱によって中東

産油国が生産目標を引き上げても実際の供給を十分に増やせないことが背景にある。有志７

ヵ国の８月の生産量は、イラン情勢悪化前の２月を日量約 500 万バレル下回り、湾岸産油国

の輸出も平時の６～８割程度にとどまる。このため、これまでの増産措置は供給不足の緩和

につながらず、国際原油価格は高止まりしている。Ｇ７は原油高対策を目的に、備蓄放出に

動く方針を打ち出したが、需給逼迫の解消には中東からの供給回復が不可欠である。 

○ また、OPECプラスの合同閣僚監視委員会は、海上輸送ルートの確保やエネルギー関連インフ

ラへの攻撃に強い懸念を示しており、原油市場の焦点は生産枠そのものより、ホルムズ海峡

を中心とする輸送ルートや中東産油国の生産・輸出能力に移っている。先行きも OPECプラス

が早期に増産路線へ復帰する可能性は低く、当面の原油価格はホルムズ海峡の航行状況や中

東の供給正常化に大きく左右される展開が続くと予想される。 

 

主要産油国の枠組みである OPEC プラスの有志７ヵ国（サウジアラビア、ロシア、イラク、クウ

ェート、カザフスタン、アルジェリア、オマーン）は、10月４日にオンラインで閣僚会合を開催し、

11 月の原油生産目標を９月の水準に据え置くことを決定した。９月６日に開催した前回会合でも

10 月の生産目標を９月の水準に据え置いており（注１）、増産を見送るのは２ヵ月連続となる。有

志国は今後も毎月会合を開催して市場環境を点検し、次回会合は 11月１日に予定されている。 

有志国は、2023 年４月に表明した日量約 165 万バレル規模の自主減産について、今年４月以降、

 

注１ ９月７日付レポート「OPEC有志７ヵ国､自主減産終了後の 10月は様子見姿勢で合意」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/654829.html） 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/654829.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/654829.html
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段階的な縮小に動いてきた。特に７～９月は毎月日量 18.8 万バレルずつ生産目標を引き上げ、９

月には同自主減産の解消を完了した。一方、９月の会合では 10 月の生産目標を据え置く方針に転

じ、今回もその方針が維持された。 

OPECプラスは、世界的な景気や原油需要の動向など市場環境を見極めるとともに、加盟国による

生産目標の順守状況にも目配りする姿勢を示している。もっとも、今回の据え置き決定は原油高を

容認したと判断するのは適切ではないであろう。背景には、イラン情勢を巡る混乱により、中東産

油国が生産目標を引き上げても、原油供給を十分に増やすことが難しい状況にあることが挙げられ

る。有志７ヵ国の８月の原油生産量は日量約 2,500 万バレルと、前月から 63 万バレル増加したも

のの、イラン情勢が悪化する前の２月と比較して約 500万バレル少ない水準にとどまった。湾岸産

油国の原油輸出も、このところ平時の６～８割程度にとどまる状況が続いている。このため、これ

までの生産目標引き上げの多くは「絵に描いた餅」となり、原油市場の供給不足を十分に緩和する

には至っていない。 

こうした状況を反映して、国際原油価格は高止まりしている（図１）。このため、原油高によるイ

ンフレ圧力や世界経済への悪影響が懸

念される。こうしたなか、Ｇ７（主要７

ヵ国）は９月２日、ＩＥＡ（国際エネル

ギー機関）を通じて原油や石油製品など

合計１億バレルを４ヵ月にわたって協

調放出する方針を表明した。特に、供給

逼迫が深刻な軽油について、当初 20 日

間に前倒しで放出することで市場の安

定を図るとしている。しかし、有志７ヵ

国の生産量が２月と比較して日量約 500

万バレル少ないことを勘案すれば、備蓄

放出のみで需給逼迫を解消することは難しく、中東地域からの供給回復が不可欠である。 

さらに注目されるのが、有志国会合と同日に開催された OPECプラスの合同閣僚監視委員会（JMMC）

の声明である。JMMCは「国際的な海上輸送ルートを確保し、エネルギーの流れを途絶させないこと

が極めて重要」との認識を示した。また、エネルギー関連インフラへの攻撃についても「損傷した

設備の復旧には多額の費用と時間を要し、供給能力そのものに悪影響を与える」との懸念を示した。

これは、足元の原油市場における最大の問題が OPEC プラスの生産目標ではなく、ホルムズ海峡を

中心とする輸送ルートや中東産油国の生産・輸出能力に移っていることを示唆する。 

先行きについても、OPEC プラスが早期に増産路線に復帰する可能性は低いとみられる。OPEC プ

ラス全体では、なお日量約 200万バレル規模の減産措置が年末まで残されている。一方、加盟国の

実際の生産能力を精査する作業は、イラン情勢に伴う混乱により遅れている模様である。生産能力

の評価は、2027 年以降の各国の生産基準を決定するうえで重要となるため、OPEC プラスとしても

目先の追加増産より、2027年以降の生産体制の構築に軸足を移している可能性が高い。 

図 1 原油価格の推移 

 

（出所）LSEGより第一ライフ資産運用経済研究所作成 
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このため、当面の原油価格を左右する材料としては、OPECプラスが生産枠をどの程度引き上げる

か以上に、ホルムズ海峡の航行状況や中東産油国の輸出回復が重要になる。有志国は 11 月１日に

12 月の生産方針を協議する予定であり、その後、11 月 29 日には JMMC も開催される。中東情勢の

先行きが見通しにくいなか、OPECプラスにとっては、原油価格の安定と世界市場への供給確保を両

立させる難しい政策運営が続くことになろう。 

以 上 


